
　本稿は、ケヴィン・Ｉ・マシューズ氏のペーパー「シティズンシップ教育の枠組みと実践」及

びそれを基にした講演を受け、政治学・教育哲学の立場からシティズンシップ教育実践を考える

際の論点を5つに分けて提示するものである。

　　　１．シティズンシップ教育の目的

　第一の論点は、シティズンシップ教育は何を目的とすべきかである。

　1998年の『クリック・レポート』1において、イングランドのシティズンシップ教育の究極の

目的は、「能動的市民性active citizenship」の涵養であるとされていた。『クリック・レポート』

は、この能動的市民性概念をさらに、①道徳的・社会的責任、②共同体参加、③政治（的）リテ

ラシーの3つの撚り糸（strands）に分節化していた。この『クリック・レポート』に基礎付けら

れたイングランドのシティズンシップ教育は、2000年代以降、日本においても紹介され、一部

の自治体や学校でも受容されてきた。社会科教育学の水山光春（京都教育大）が、能動的市民性

の概念を「つくる民主主義、つくる公共性」2と表現するように、日本においてはシティズンシ

ップ教育の目標が社会の形成者を育てる主権者教育として主に理解されてきた3。

　しかし、もともとの能動的市民性という目標には、様々な政治的意図が混入しており、少なく

とも次の3つの政治哲学的前提が存在している。

（1）　権利・自由を重視する自由主義

（2）　公共の責任・義務を重視する市民的共和主義

（3）　公共性の担い手を政府から個人・ボランティアに移行させる新自由主義

　さらに、これらに加え、多文化主義やフェミニズムなどの「アイデンティティの政治」の立場

からは、性別・文化・宗教・言語などに関わるアイデンティティの重要性が指摘されている。例

えば性別について言えば、女子は男子に比べ社会での活動よりも家庭内での家事や兄弟姉妹の世

話などをすることが多く、よい市民の概念を公的領域のみならず私的領域にまで拡張しないと、

女子が男子よりも市民性に劣るという評価を受けかねないとの指摘がある4。

　マシューズ氏のシティズンシップ教育は、これらの中にどのように位置付けることができるの

であろうか。ペーパーでは、自由な思考とグローバル・ナショナルの双方に開かれた公開性とを
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主張する（p.6）5点で、リベラルの能動的市民性概念に近接しているように見受けられる。また、

過去の理解と将来への備え、他者と共に成長するという視点を持つ（p.15）点で、市民的共和主

義あるいは共同体主義の色彩も包含しているように見受けられる。実際、講演においては、イギ

リス政府の自由主義的功利主義に批判的であることを匂わせており、また、質疑においてもシテ

ィズンシップ教育の目標が社会への能動的参加者の形成にあると述べている。

　　　２．シティズンシップ教育の方法

　第二の論点は、シティズンシップ教育に相応しい教育方法とはどのようなものかである。

　マシューズ氏が提案するシティズンシップ教育の方法は、一教科としてのシティズンシップ教

育を遥かに超えたものである。というのも、マシューズ氏は、シティズンシップ教育について学

校全体や社会全体で支えていくアプローチを提唱している（p.14, 15）からである。マシューズ氏

は、その具体例として虐殺後のルワンダの事例を紹介する。ルワンダ政府は、4つのルワンダの

伝統的概念（コミュニティーサービスUmuganda, 公民教育Agachiro, 尊厳Itoreo, 追悼Kwibuka）を採

用することで、虐殺後の社会における和解と社会的治癒を行ったのであった。これは、国家・社

会レベルで展開するシティズンシップ教育の事例にあたる。

　確かにシティズンシップ教育を考える際、このような社会全体によるアプローチの視点は不可

欠である。日本においても、例えば、社会教育学者である佐藤一子の「生涯学習と社会参加」

「生涯学習と市民的公共性」の議論6、同じく社会教育学者である鈴木敏正の「地域をつくる学

び」7、社会科教育学者である棚橋健治の「生涯学習としての社会認識教育」8などは、社会教

育・生涯学習を通じたシティズンシップ教育を提唱しているものと見なすことができる。

　そうした枠組みを念頭に置きつつも、学校教育としてのシティズンシップ教育は、どのような

方法を取るべきなのだろうか。これを考えるには、近年の民主主義論の変化が参考になる。民主

主義社会における市民社会形成の論理は、1970年代の参加民主主義論における「参加」から、

近年では、熟議民主主義論における「議論」（熟議・対話）へと移行してきた。そのため、市民社

会形成の論理を参照しながら論じられる市民形成の論理においても、「議論」が重要な概念にな

っている9。ここでは、クリックが、政治的活動を「自由な市民どうしの公開の議論という政治
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

的方法で、紛争を解決し政策を決定する活動
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

」10と定義していたことが想起されよう。こうした

議論中心のシティズンシップ教育は、知識中心で「暗記科目」と見なされてきた社会科系教科の

教育実践を大きく変革する潜在力を持っているため、日本でも注目されている11。

　マシューズ氏も、ペーパーにおいては、広義でのシティズンシップ発達にとって学校は小さな

役割しかないと述べる（p.14）が、討論においては、小さくとも決定的に重要な部分であると補

足している。実際、マシューズ氏も、授業に議論を積極的に取り入れており、イギリスとは何か

について考えた後、生徒達にそれをグローバルな視点から振り返らせる実践を行っているという。

さらに、マシューズ氏は教師の役割についても言及しており、専門家としての教師が児童・生徒

のロールモデルとなるべきと唱えている（pp.21 - 22）。
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　　　３．外国人・移民排斥に対するシティズンシップ教育の役割

　第三の論点は、シティズンシップ教育が外国人・移民の排斥運動に対してどのような役割を果

たすことができるかである。ここ数年、日本でも外国人排斥が見られ、ヘイトスピーチが犯罪化

されたことなどから考えると、この問題は我々にとっても切実な社会的課題である。

　イングランドでは、ロンドンでのテロを受け、2007年の『アジェグボ・レポート』において、

シティズンシップ教育の第4の撚り糸に、「イギリスで共に生きる―多様性とアイデンティテ

ィ」が付加された。このレポートに理論的基盤を提供した教育学者のディナ・キワンは、周縁化

された人々に社会参加を促すための動機づけが必要であると主張する12。マシューズ氏もブリス

トルでの事例で、低い教育程度、高い失業率、経済的困窮などが問題の要因となることを示唆す

る（p.6）。このように、社会的結束を損なうのは、人種的多様性よりも、むしろ所得の格差など

の社会経済的要因であるとの考えが強まっている。実際、イングランドにおける調査でも、多様

な民族の住む地域の方が、白人主体の低所得者の多い地域よりも社会的結束が強いことも判明し

ている13。

　排斥問題を念頭に置いて政治学者の細井優子は、『アジェグボ・レポート』以降のイギリスの

シティズンシップ教育が、急進的ポピュリズムへの対応を内包していると分析する14。細井は、

ポピュリズム的言説が「真正な」ものとして受け入れられる条件として、第一に既成の政党政治

が人々の期待を裏切っている、第二にどのような政治が本当に必要かを人々が判断するのが難し

い、の二点を挙げる。イングランドのシティズンシップ教育は、この後者の条件に関わって理性

的な政治リテラシーの育成を行うものであると細井は位置付ける。

　類似の問題関心を持ちながらも、清田夏代はイングランドのシティズンシップ教育に対してこ

れとは若干異なる解釈を提示している15。清田によれば、移民に対する憎悪感情が広がる原因と

して、第一に国籍・人種上の優越感ではなく、「自分たちの権利や安全が脅かされている」（12

頁）という被害感情・剥奪感があり、第二に自分たちの声が左右どちらの政党からも政治的に無

視されているという政治的疎外感がある。クリックは、シティズンシップ教育によって国家に望

むこととその限界との双方を教えることで政治的疎外感から子どもたちを守ることになると述べ

ていた。この議論を参照して清田は、政治や共同体への主体的参加として能動的市民性概念を捉

えるクリックのシティズンシップ教育観を理性に加えて感情的側面からも擁護するのである。

　この議論に説得力があるとすると、外国人排斥を行う急進派は非理性的であり、教育により理

性的政治主体を形成する必要があるという前提が、排斥問題の解決にあたり本当に有効なのかと

の疑問が生じる。近年の政治学においても、理性のみならず人々の感情を汲み取らなければ、民

主主義が成り立たないことが論じられている16ことを踏まえると、排外主義に対して理性的政治

主体の形成で対処を目指すシティズンシップ教育は、どこまで有効なのかが問われてよい。

　こうした点に関して、マシューズ氏は、イギリスが様々な民族の集合であることを再認識させ

る（p.8）という形で、自己相対化、批判的思考、正しい認識の形成を求める。これもまた、理性

的な政治主体を形成する教育の一種と考えられる。我々はシティズンシップ教育によって、むし
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ろ排斥感情を高める市民の剥奪感や疎外感に寄り添うべきなのではないだろうかとの疑問に対し

て、マシューズ氏は、そうした人々に注目を払い、彼らを我々の社会の中に、そして、対話の中

に、包摂していくことが重要であると回答している。

　　　４．シティズンシップ教育と人格教育との関係

　第四の論点は、シティズンシップ教育と人格教育（Character Education）とはどのような関係

にあるのかである。

　イギリスの政治学者のベン・キズビー（リンカーン大）は、シティズンシップ教育と人格教育

との関係について、次の四点の指摘を行っている17。

①シティズンシップ教育も人格教育も、どちらも良い実践も、悪い実践もありうる。

②シティズンシップ教育も人格教育も、どちらも政策形成者が危機であると認識した事態に取

り組むための手段として提案された。

③政治制度の知識や政治リテラシーの技能は極めて重要であるが、これらは人格教育ではなく、

シティズンシップ教育によって提供される。

④人格教育では、良い人間と良い市民との区別ができない。

　キズビーは特にこのうちの③を重視し、個人ではあまりに力不足な場合がありうると指摘する。

例えば、2008年の世界金融危機が我々に突き付けた課題は、銀行員個々人の人格に問題があっ

たということではなく、市場、銀行、中央銀行、政府の抱える社会的・制度的な問題であった。

すなわち、キズビーによると、人格教育の持つ主たる危険性は、問題をすべて個人倫理に還元し

てしまうことにある。人格教育はシティズンシップ教育を補足するものにはなるが、最も洗練さ

れた形態であったとしてもそれだけでは十分ではない可能性があるとキズビーは結論する。

　キズビーのこの指摘を踏まえると、シティズンシップ教育をすべて人格教育に置き換えてしま

うならば、社会的問題をすべて個人の人格の問題に還元してしまい、集団や制度の問題、公的問

題として捉え解決する視点を弱めてしまう可能性がある。例えば、マシューズ氏の取り上げるコ

ルチャック先生の行動（pp.5 - 7）は、確かに誰にでも真似できるものではない点で高く評価され

るべき個人的善行ではあるが、そのような善行を必要とした社会や政治体制というより根本的な

問題を残念ながら変革するには至らなかったという限界もまた、直視すべきということになる18。

　さらに、教育学者のリン・デービス（バーミンガム大）は、勇気・決断力・感謝・自己規律・

チームワークなどすべて、一般市民のみならず過激派のメンバーであっても尊重する徳目である

との厳しい指摘を行っている19。確かに、人格教育研究の拠点であるバーミンガム大学ジュビリ

ーセンターの例示する徳目は、これらの他にも正義、他者への思いやり、謙遜なども含むもので

はある20とは言え、過激派のメンバーにとっても、一般市民とは異なる意味での正義、思いやり、

謙遜を持っているという反論が想定されよう。

　また、個人の資質能力という点から見ても、シティズンシップを様々な徳目の１つに過ぎない

「シティズンシップとしての徳（citizenship virtue）」と捉える一方、シティズンシップ教育が正

規の必修科目から外され、そこに代わりとして人格教育が入り込むことになれば、シティズンシ
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ップが目指したような政治や社会に関わる知識・スキル・価値観の教育は、学校教育に占める割

合が縮小する。特に、日本のように社会科と道徳科とがもともと別教科として存在している国に

おいては、道徳の中に社会科を埋没させるカリキュラム政策の変更となり、社会全体においても、

学校においても、受け入れられる余地は小さいかもしれない。

　そもそも徳目主義の教育自体にも批判がある。ジュビリーセンターの考える人格教育が徳目注

入主義を巧妙に回避しているとしても、政治家を含む世間一般に支持される人格教育や、人格教

育が学校で実施された際の現場の教員の実践は、正しい徳目を生徒に押し付ける徳目主義にどう

してもなりがちだとの危惧は、必ずしも大袈裟なものではなかろう。ジュビリーセンターはこう

した批判に応えて、批判的思考が重要だとするが、この時にはこの徳目、あの時にはあの徳目と

いったような場当たり的な徳目の利用が本当に好ましい人間や市民を育成することに繋がるのか

どうかは、依然疑問の余地がある。マシューズ氏は討論で、個人の選択がその結果に責任を取ら

なければならないことを生徒に伝えると述べるが、先のデービスの指摘を踏まえると、そうした

指導の有効性をさらに検証する必要があろう。

　　　５．シティズンシップ教育と宗教との関係

　最後の論点は、シティズンシップ教育が宗教とどのように関係しているのかという点に関わる。

社会科教育学・教育課程論の谷口和也（東北大）は、イングランドのシティズンシップ教育がキ

リスト教を基盤にしていると主張する21。クリックを含めリベラル派は、シティズンシップ概念

の基盤、「寛容」に代表されるような手続的価値を置く。その一方で、ジェイムズ・アーサー
（バーミンガム大）に代表される保守派は、信仰の有無にかかわらず参加的シティズンシップを確

立するためには宗教が重要な役割を果たすことを主張する点で、宗教が市民性の形成に寄与する

ことを正面から主張する。したがって、谷口によれば、イングランドではリベラル派も保守派も、

「シティズンシップ教育における民主的対話を担保しているものは、『開かれた態度』『寛容さ』

『他人への尊重』『偏見からの自由』などの『政治的行動原理』であり、これはキリスト教的基盤

に基づいている」（5頁）。自身もキリスト者である谷口は、ここからイングランド型のシティズ

ンシップ教育では「異なった宗教的基盤、異なった政治思想を持つ人々との対話が成り立つとい

う保証はなくなってしま」（ibid.）うばかりでなく、多文化化したイングランド内部においても

有効性を失いつつあると指摘する。そこで谷口は、多文化間における対話や合意形成を可能にす

る新たなシティズンシップ教育の基盤の必要性を唱える。

　日本は神道に見られるように多神教の傾向が強い社会であることから、イングランド流のシテ

ィズンシップ教育がどこまで適用可能なのか、その射程範囲を慎重に吟味する必要があろう。例

えば、聖典宗教からすれば、人権や徳目のような絶対の決まったルールに従うことは、日常の宗

教的慣行に適っているのかもしれない。その場合には、人権の概念（concept）は受容しつつも、

人権の構想（conception）について論争になりうる。しかし、絶対の決まったルールを拒否しが

ちな社会においては、人権の構想のみならず、そもそもの人権の概念自体も日常的慣行からは大

きく乖離し、人々の日常の道徳観に馴染まない可能性がある。多神教社会では、人権のようなル
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ール規定的な道徳観（正義の倫理）ではなく、むしろ別の道徳観（例えば、ケアの倫理やロールモ

デルによる倫理）が日常生活では支配的になっている可能性がある。

　こうした疑問に対するマシューズ氏の回答は、イギリス社会が現在多元主義化している点の指

摘や、キリスト教の無償の愛を意味する「アガペー」について触れるのみであったが、多数派の

宗教が日常の道徳観や慣行といった無意識のレベルにおいて大きな影響力を与えている事実を無

視することはできないように思われる22。
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